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 近年、気象変動による洪水の更なる激甚化が懸念される中、ハード・ソフト対策の両面から既

設ダムを有効活用することの重要性がますます高まっている。吉野川ダム統合管理事務所では、

ダムにおける危機管理型運用方法の確立を目的として、吉野川上流ダム群（富郷ダム・柳瀬ダム・

新宮ダム・早明浦ダム・池田ダム）において「ダム機能を最大限活用する洪水調節手法の導入に

むけたダム操作規則点検要領及び同解説」に基づき、点検をおこなった。本論文では、下流の被

害を軽減するために貯留量を増やして容量を有効活用する高度な操作である「特別防災操作」の

適用性について、検討結果を報告するものである。 
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１.はじめに 

 

吉野川は、幹川流路延長194km、流域面積3,750km2の一

級河川である。吉野川流域は、四国4県にまたがり四国全

域の約20％に相当する広さを持っており、上流山間部で

は、年降雨量が3,000mm以上に達する多雨地帯となってい

る。降雨量の大部分が梅雨期と台風期に集中しており、

台風襲来時には、西から東へ向かう流れと台風経路が同

一方向となることが多いため、洪水が発生しやすくなっ

ている。 

この吉野川上流には、国土交通省および水資源機構で

管理しているダムが5つ存在している。近年、既設ダムを

有効活用することの重要性が高まってきており、当事務

所では、「ダム機能を最大限活用する洪水調節手法の導

入にむけたダム操作規則点検要領及び同解説」に基づき、

吉野川上流ダム群について点検を実施した。そのうち、

下流の被害を軽減するために貯留量を増やして容量を有

効活用する高度な操作である「特別防災操作」について

は、吉野川上流ダム群で連携操作した場合の効果を検討

している。本論文では、吉野川上流ダム群が連携操作し

た場合における適応性について、検討結果を報告する。 

 

 
図-１ 吉野川上流ダム群及び観測所 位置図 

２.特別防災操作に関する点検条件 

 

（１）対象ダムの選定 

 特別防災操作を実施できるダムの条件として、流量調

節可能なゲートが整備されていることとなっており、富

郷ダム、柳瀬ダム、新宮ダム、早明浦ダム、池田ダムの

すべてのダムにおいて、ゲート調節により流量調節可能

であることから条件を満たしている。 

 一方、池田ダムについては、調節可能なゲートが整備

されているものの、ダム上流の流域面積に対して治水容

量が少ないことから、特別防災操作には適さないと考え、

点検対象は池田ダムを除く４ダムとした。 

 

表-１ 吉野川上流ダム群の概要 

 

 

（２）検討対象出水の選定 

 検討対象出水は、降水短時間予報値等の予測雨量デー

タが揃う平成19年以降で、池田地点および岩津地点で氾

濫注意水位を超過した７洪水を選定した。本論文では、

H25.9.4 の出水における特別防災操作を実施した場合の

効果について３章で述べる。なお、池田・岩津地点の基

準水位を表-２に、対象出水の情報を表-３に示す。 

 



表-２ 池田・岩津地点の基準水位一覧 

 

 

表-３ H25.9.4出水の情報 

 

 

（３）シミュレーションでの迎水位 

 検討対象出水において、吉野川上流ダム群の既往洪水

における迎水位は、常時満水位以下となっている場合が

多い。しかし、点検の趣旨を踏まえ、洪水貯留準備水位

或いは予備放流水位で設定する。 

 表-４に設定した迎水位を示す。 

 

表-４ シミュレーションでの初期水位 

 

 

（４）操作判断基準の検討 

 点検要領による特別防災操作は、下流河川で洪水被害

が発生又は発生する恐れがある場合において、洪水の終

わりの見通しが相当程度確実と考えられる場合にのみ実

施するものとなっており、図-２に示すフローを基本とし

て実施することになっている。 

 このフローでは、操作にあたって必要となる「判断事

項」が体系的に示されており、この条件が当該ダムにお

いて満たされているかが操作開始の判断基準となる。判

断事項は「開始判断」と「継続判断」に大別され、開始

判断についてはさらに図-２のとおりにa）～d）に細分化

される。 

 これらの判断を行うために必要となる情報や基準につ

いて検討した。その結果を次に示す。 

a) 操作実施の必要性の判断 

 点検要領において、特別防災操作は下流河川で洪水被

害が発生又は発生するおそれがある場合において実施す

るとされている。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-２ 特別防災操作の実施フロー 

 

 対象ダムの放流が直接的に水位に影響を及ぼす吉野川

本川及び支川(銅山川)において、近年で大きな洪水被害

が発生した洪水としてはH16.10洪水(台風23号) が挙げ

られる。その後、H26.8.2洪水(台風12号)、H26.8.9洪水(台

風11号)と連続して襲来し、池田観測所の氾濫危険水位を

超過し、池田ダム下流で床上浸水が発生した。 

 また、吉野川下流域で浸水被害が発生した出水として、

H23.9.21洪水(台風15号)が挙げられる。旧吉野川を中心

に被害があった洪水であるが、下流域においては、池田

観測所が避難判断水位、岩津観測所が氾濫注意水位を超

過しているかが目安となると考えられる。 

 上記より、操作実施の必要判断は、池田観測所におい

て避難判断水位を超えたか否かによりできるが、早明浦

ダムの放流が池田観測所に到達するまでの時間が約４時

間、新宮ダムの放流が池田観測所に到達するまでの時間

が約３時間要することから、ダム放流量の到達時差を考

慮し、池田・岩津観測所の氾濫注意水位を基準とする。 

b) 次期洪水発生の有無の判断 

 次期洪水の発生の有無の判断は、特別防災操作終了後

に上昇した貯水位が洪水貯留準備水位まで低下しきらず

に次期洪水を迎えたことによりダム本来の治水機能が発

揮できなくなる事態を回避するために行うものである。

よって、その判断は現在の洪水後にまとまった降雨が発

生するかの予測で行う。吉野川ダム統合管理事務所では、

民間気象会社との契約により51時間先までの予測雨量を

取得可能であることから、この予測雨量を用いて検討す

る。 

 実際の運用では、気象庁の府県天気予報や週間天気予

報等も勘案して判断する。 

 

 

水位 池田地点 岩津地点

HWL 11.87ｍ 12.94ｍ

氾濫危険水位 8.0ｍ 6.8ｍ

避難判断水位 7.4ｍ 6.5ｍ

氾濫注意水位 6.7ｍ 5.3ｍ

水防団待機水位 4.1ｍ 3.3ｍ

零点高 73.482ｍ 29.231ｍ

池田地点 岩津地点
富郷
ダム

柳瀬
ダム

新宮
ダム

早明浦
ダム

池田
ダム

ピーク
水位

ピーク
水位

流入ピーク
（m3/s）

862 1466 1628 3431 6711

上流域
総雨量

392 374 362 367 281

洪水調節
の有無

なし あり あり あり なし

7.27 5

銅山川 本川

a) 

b) 

c) 

d) 

e) 



c）洪水終了見通しの判断 

特別防災操作における洪水の終了は、降雨の降り止み

が確認でき、流入ピークが確認された時点とする。 

降雨の降り止みの判断は、地上雨量観測所の雨量から

算出されたダム流域平均雨量のハイエトグラフやレーダ

雨量による雨域移動等により、現時点が降雨の終盤にあ

るかどうかを確認し、今後の雨の見通しについて、予測

雨量より今後の雨域移動、ダム流域平均雨量の予測を把

握する。なお、予測雨量が完全に0mmになってから特別防

災操作を実施すると効果が発揮されにくくなることから、

予測雨量(流域平均)が10mm以下となった場合とする。 

流入ピークの確認については、降雨が減少傾向にある

状況下で流入量が1,2時間連続で減少し始めた時点とす

る。 

d）残貯水容量の余裕の有無の判断 

 洪水の終了が見通せた場合、本則操作に基づく放流量

よりも放流量を減少するための貯水容量の余裕があるか

を判断する。点検要領ではこの判断の方法として以下の

判断方法が記載されており、吉野川上流ダム群において

も以下の方法により判断する。 

 

 ダムの流出の遅れ時間を設定し、その遅れ時間内に降

った実績の雨量及び降水短時間予報から得られる6時間

の予測積算雨量が損失することなく全てダムに流入する

と仮定した総流入量と現在の空き容量の比較を通じて放

流量を決定する方式である。 

 

①.遅れ時間TL内での実績流域平均雨量の累：Robs 
②.6時間先までの予測雨量の合計 ：Rfor 
③.予測時間内の総流入量相当雨量 ：Rtot=Robs+Rfor 
④.この時点での空容量相当雨量 ：Rvol 
⑤.時点空き容量相当雨量Rvol＞予測時間内の総流入量 

                            相当雨量Rtot 

 ⑤の条件を満たせば残貯水容量に余裕があると判断す

る。 

 

（５）操作継続の判断 

 a）操作判断基準の見直し 

 ２章４節にて定めた操作判断基準について、特別防災

操作を開始した後から毎時確認を実施する。また、貯水

位が上限水位（異常洪水時防災操作開始水位）を上回っ

た場合、操作を中止する。以降は放流の原則を考慮し、

洪水時流入量＝放流量とする。 

 b）操作終了の判断 

  池田観測所および岩津観測所の水位が氾濫注意水位を

下回った時点で操作終了とする。 

 

（６）特別防災操作に利用可能な貯水量(上限水位) 

 特別防災操作に用いる空き容量を算出するためには、

上昇させてもよい水位を設定する必要がある。この上限

水位は、特別防災操作を実施したことにより本則操作時

よりもマイナス効果にならないようにするためのもので

ある。具体には、以下の事項が確実に行えるような水位

を設定する。 

 

①特別防災操作開始後に異常洪水時防災操作開始水位に 

 移行させない 

②次期洪水までに貯水位を洪水貯留準備水位まで低させ 

 る 

 

 ①については現行の異常洪水時防災操作開始水位を上 

限水位とする。②については現状48時間先まで降雨予測 

が可能であることを踏まえ、降雨の有無が把握できる48 

時間以内に洪水貯留準備水位まで貯水位低下可能な貯水 

位(貯水量)とする。貯水位低下の際の最大放流量は洪水 

量とし、各ダムについて48時間で低下できる貯水位(貯水 

量)を算定すると表-５のとおりとなる。なお、貯水位が 

洪水時最高水位を上回る場合は洪水時最高水位に置き換 

えた。①と②の低い方の水位を上限水位とし、表-６に示 

す水位を上限水位として設定した。 
 
表-５ ４８時間以内に放流可能な貯水容量（貯水位） 

 
 

表-６ 特別防災操作により貯留可能な上限水位 

 
 
３. H25.9.4洪水による４ダム連携操作の検証 

 

 ２章で決定した条件を基に、H25.9.4出水における４ダ 

ム連携操作の適用性について検討を行った。 

 

（１）操作判断基準の確認 

a) 操作実施の必要性の判断 

   ダムの放流量を本則操作とした洪水調節計算により 

得られた池田・岩津観測所の水位を確認した結果、池田 

観測所において、１４時に氾濫注意水位を上回る結果と 

なった。このタイミングより、次段階へ移行する。 

b) 次期洪水発生の有無の判断 

   操作実施の必要性が判断された４日９時発表の３３ 

時間予測によれば、各ダムともに９時より約４時間先ま 

ではまとまった降雨が予測されているが、翌日以降にま 

とまった降雨は予測されていないため、次期洪水の恐れ 

富郷ダム EL452.3m EL454.0m EL452.3m ただし書き開始水位

柳瀬ダム EL289.2m EL290.0m EL289.2m ただし書き開始水位

新宮ダム EL232.9m EL234.2m EL232.9m ただし書き開始水位

早明浦ダム EL340.3m EL343.0m EL340.3m ただし書き開始水位

池田ダム - EL90.7m EL90.7m 洪水時最高水位

②48時間で
放流可能な

貯水位
備考

③上限水位
Min(①,②)

ダム
①異常洪水
時防災操作
開始水位



がないと判断し、次段階へ移行する。 

c）洪水終了見通しの判断 

 各ダム流域の予測雨量を推移を確認した結果、予測雨 

量が10mmを下回る時間は各ダム４日１３時となっており、 

４日１３時時点で降り止みの見通しができたと判断でき 

る。また、各ダムの流入量ピーク確認時刻は富郷ダムが 

１０時、柳瀬ダムが１１時、新宮ダムが１２時、早明浦 

ダムが１２時となっている。各ダムの流入量ピーク確認 

後に、降雨の降り止み見通しができていることから、本 

洪水では各ダム４日１３時を洪水終了見通しの判断時刻 

とし、次段階へ移行する。 

d）残貯水容量の余裕の有無の判断 

 洪水見通しの判断ができた４日１３時時点において、 

２章３節d項に示す方法により貯水容量の余裕を検討し 

た結果、各ダムともに余裕ありと判断できた。 

 

 
図-３ ４ダム連携における特別防災操作 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上より、操作判断基準を満たしたので４日１３時よ 

り特別防災操作を開始する。 

 

（２）特別防災操作中の操作継続判断 

a) 操作判断基準の見直し 

 操作継続の判断について特別防災操作を開始した後か 
ら毎時行った。貯水位が上限水位（但し書き操作水位） 
を上回った場合、操作を中止とし、以降は放流の原則を 
考慮し、洪水時流入量＝放流量とした。 
b) 操作終了 

  池田水位観測所の水位が氾濫注意水位を下回った時点 
で操作終了とした。 
 
（１）４ダム連携操作による特別防災操作の検証結果 

 ４ダム連携による特別防災操作の実施結果と本則操作 

の実施結果をグラフにして比較したものを図-３に、また、 

結果を数値的に表したものを表-７、表-８に示す。表- 

７の池田観測所及び岩津観測所の最高水位を確認すると、 

池田観測所では0.52ｍ、岩津観測所では0.22ｍ低減でき 

ることが確認できた。これにより氾濫継続時間(内水・外 

水)の短縮、堤防決壊のリスクの低減が期待できる。また、 

表-８より、新宮ダム下流の吉野瀬観測所および早明浦ダ 

ム下流の本山橋観測所付近の浸水時間を確認すると、そ 

れぞれ２時間、３時間の浸水時間の短縮が可能だという 

ことが確認できた。 
 
４．おわりに 

 

 本検討では、吉野川上流ダム群の連携操作による特別 
防災操作の効果検証を行った。その結果、ダム直下では 
浸水時間の短縮、本川下流では水位低減を確認すること 
ができた。しかし、本検討結果は一出水にすぎず、他の 
出水で検討を行った結果、効果が確認できない例も存在 
した。 
 特別防災操作は、下流の被害を軽減するため、本則操 

作とは異なる高度な操作を行うものであり、ダム下流の 
河川管理者又は下流自治体の要請があってから実施する 
ため、各自治体に本取り組みを事前に説明し、十分な理 
解を得ておくことが重要と考えている。 
 今後は、本検討結果をもとに特別防災操作を行いなが 

ら、判断基準などを継続的に検討し、下流の被害を少 
しでも軽減できるよう努めていく。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-７ 観測所水位比較表 

 

最高水位 最高水位 最高水位

（ｍ）
氾濫

注意

避難

判断

氾濫

危険
（ｍ）

氾濫

注意

避難

判断

氾濫

危険
（ｍ）

氾濫

注意

避難

判断

氾濫

危険

藤原 7.12 7.12 0.00

吉野瀬 6.78 6.78 0.00

本山橋 10.74 1 0 0 10.74 0 0 0 0.00 -1 0 0

池田 6.37 0 0 0 5.85 0 0 0 -0.52 0 0 0

岩津 4.59 0 0 0 4.38 0 0 0 -0.22 0 0 0

観測所

①本則操作 ②特別防災操作 効果量②‐①

基準水位

超過時間（時間）

基準水位

超過時間（時間）

基準水位

超過時間（時間）

表-８ ダム直下流区間 浸水被害比較表 

 

最高水位 最高水位 最高水位

（ｍ）
最大浸水時間

（時間）

最大浸水

家屋数（戸）
（ｍ）

最大浸水時間

（時間）

最大浸水

家屋数（戸）
（ｍ）

最大浸水時間

（時間）

最大浸水

家屋数（戸）

吉野瀬 6.78 3 1 6.78 1 1 0.00 -2 0

本山橋 10.74 6 4 10.74 3 4 0.00 -3 0

浸水家屋 浸水家屋 浸水家屋
観測所

①本則操作 ②特別防災操作 効果量②‐①


